
給与支払報告書の

提出の手引き
〈令和７年度〉

対馬市市民生活部税務課
対馬市厳原町国分１４４１番地

ＴＥＬ 0920-53-6111



１．給与支払報告書（総括表・個人別明細書）の提出について

以下をお読みになり、期限内でのご提出をお願いいたします。

（１）提出義務者（作成する人）
令和７年1月1日現在、給与の支払いをする人で、所得税の源泉徴収義務のある人

（２）作成の対象となる人
①令和７年1月1日現在、給与の支払いを受けている人で令和６年中に給与等の
支払いを受けた人（支払い金額の多少にかかわらず全員です）
②令和６年中の退職者

（３）提出期限 令和７年１月３１日（金）
できるだけ早めにご提出いただきますようお願いいたします。

（４）提出書類
①給与支払報告書総括表 １枚
②給与支払報告書（個人別明細書） １枚（１人につき）
※特別徴収と普通徴収の頭には仕切紙を付けてご提出ください。

対馬市ホームページ（ https://www.city.tsushima.nagasaki.jp/）のくらし・行政→くらし・手続き→
申請書ダウンロード→税関係申請書・届出書等からも様式をダウンロードできますので、ご利用ください。

※社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）施行に伴い、平成２９年度から法人番号及び
個人番号の記載が必要となっていますので、必ず記載をしてください。

※報告人員が100人以上の場合は、電子での提出が必要です。

２．給与支払報告書提出後の追加・訂正について

（１）追 加･･･給与支払報告書（個人別明細書）の報告人員に報告漏れの受給者が
いた場合、給与支払報告書を作成し、（摘要）欄に追加分と朱書きしてご提出くだ
さい。

（２）訂 正･･･給与支払報告書（個人別明細書）の記入内容に誤りを発見した場合、
（摘要）欄に訂正分と朱書きしてご提出ください。

[提出先]

下記あてに郵送、又は持参にてご提出ください。
なお、持参される場合、各振興部住民生活課及び各行政サービスセンターでも受け付けてい
ます。
※総括表の控えが必要な場合は、原本及び 控 に記入し、ご提出ください。
持参の場合は、窓口で受付印を押して控えをお渡しいたします。
郵送の場合は、返信用封筒（住所、名称等記載、切手貼付）を同封してください。
控えを郵送いたします。

〒８１７－８５１０ 長崎県対馬市厳原町国分１４４１番地

対馬市市民生活部税務課



対馬市長　殿 対馬市長　殿

係 係

氏　名 氏　名

電話  （ ） － 電話  （ ） －

氏名 氏名

電話  （ ） － 電話  （ ） －

※総括表の控えが必要な場合は  控  も記入してください。

納入書の送付 必要　・　不要

所　　　属
税務署名

連 絡 者 の 所 属 課 、
係 名 、 氏 名

及 び 電 話 番 号

課

関与税理士等の氏名
及 び 電 話 番 号

給与の支払方法
及 び そ の 期 日

事 業 の 名 称
普通徴収対象者

（退職者）
フ リ ガ ナ

普通徴収対象者
（退職者を除く）

同 上 の 所 在 地

〒

の 氏 名 又 は 受 給 者
総 人 員名 称

所 得 税 の 源 泉

特別徴収対象者徴 収 を し て い

る 事 務 所 又 は
報
　
告
　
人
　
員

報告人員の合計

事 業 種 目
給 与 支 払 者

給 与 支 払 者 の

日提出

人

個人番号又は法人番号

フ リ ガ ナ

特別徴収対象者

切
り
取
り

関与税理士等の氏名
及 び 電 話 番 号

令和

人 で あ る 場 合 の

給 与 の 支 払 期 間

代 表 者 の 氏 名 所　　　属
税務署名

連 絡 者 の 所 属 課 、
係 名 、 氏 名

及 び 電 話 番 号

課

給与の支払方法
及 び そ の 期 日

フ リ ガ ナ

給 与 支 払 者 が 法

〒

徴 収 を し て い

る 事 務 所 又 は

事 業 の 名 称

の 氏 名 又 は 受 給 者
総 人 員名 称

所 得 税 の 源 泉

フ リ ガ ナ
事 業 種 目

給 与 支 払 者

給 与 支 払 者 の

            給与支払報告書（総括表）　

令和

個人番号又は法人番号

月 日提出

指定番号

提出用

人

税務署

人

人

給 与 の 支 払 期 間 令和　　　年　　月分から令和　　年　　月分まで

年

必要　・　不要

同 上 の 所 在 地

納入書の送付

報
　
告
　
人
　
員

報告人員の合計

普通徴収対象者
（退職者）

月

令和　　　年　　月分から令和　　年　　月分まで

普通徴収対象者
（退職者を除く）

人

給与支払報告書（総括表）　

年

指定番号

人

人

人

人

 持参の場合は、窓口で受付印を押して控えをお渡しいたします。
 郵送の場合は、返信用封筒（住所、名称等記載、切手貼付）を同封してください。控えを郵送いたします。

人

税務署

給 与 支 払 者 が 法

人 で あ る 場 合 の

代 表 者 の 氏 名

控



令和７年度給与支払報告書（総括表)の記入例

［総括表記入要領］

対馬市長　殿

○○産業　株式会社

○○産業　株式会社

△△事業所

〒817-8510

長崎県対馬市厳原町国分１４４１番地

対馬　太郎

係

氏　名 対馬　花子

電話  （ 0920 ） －

氏　名 対馬　次郎

電話  （ 0920 ） －

1

⑦ 欄 給与の支払方法と支払日を記入してください。

⑥ 欄

市県民税の特別徴収ができない（給与天引きができない）
人の数を記入してください。
（臨時職員（採用期間が１年未満）、期間雇用者、給与支払いが
不定期など）

人

2

83 人

特別徴収対象者 人

人

20

給与支払報告書（総括表）

欄名 摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

① 欄
マイナンバー制度の法人番号、又は個人の場合は個人番
号を右詰めで記入してください。

指定番号

○○□□××☆☆

② 欄
給与支払者が法人の場合に、代表者の氏名を記入してく
ださい。令和 年 月 日提出

給 与 の 支 払 期 間 令和　　　年　　月分から令和　　年　　月分まで
令和７年１月１日現在の会社の総従業員数を記入してくだ
さい。

給 与 支 払 者 の

個人番号又は法人番号

フ リ ガ ナ 〇〇サンギョウ　カブシキガイシャ
事 業 種 目 ④ 欄

③ 欄

サービス業
市県民税の特別徴収ができる（給与天引きができる）人の
数を記入してください。給 与 支 払 者

の 氏 名 又 は 受 給 者
総 人 員 ⑤ 欄

市県民税の特別徴収ができない（給与天引きができない）
人の数を記入してください。
（退職者の人数）

名 称

所 得 税 の 源 泉

徴 収 を し て い

普通徴収対象者
（退職者を除く）

報
　
告
　
人
　
員

る 事 務 所 又 は

事 業 の 名 称
普通徴収対象者

（退職者）
フ リ ガ ナ ナガサキケンツシマシイヅハラマチコクブ

同 上 の 所 在 地

給 与 支 払 者 が 法

人 で あ る 場 合 の
23 人

所　　　属
税務署名

○○△□ 月給　毎月25日

厳原税務署
代 表 者 の 氏 名

報告人員の合計

⑨ 欄

関与税理士等の氏名
及 び 電 話 番 号

53 △○□☆

納入書の送付 必要　・　不要

市で定める指定番号を記入してください。初めて提出され
る場合は記載の必要はありません。

⑧ 欄

納入の際に納付書を使用する場合は「必要」・使用しない
場合は「不要」に○をつけてください。
※「不要」を選択した場合でも、納入書が届く場合がありますの
でご了承ください。

連 絡 者 の 所 属 課 、
係 名 、 氏 名
及 び 電 話 番 号

総務 課 給与

給与の支払方法
及 び そ の 期 日53

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑨

⑧



特別 徴収者 人 普通 徴収者 人

( 事業所で給与から住民税を差し引き（天引き）できる人 ) ( 個人で住民税を納付する人）
区分
Ａ 人

Ｂ 人

Ｃ 人

Ｄ 人

・給与支払報告書は、下記の順に綴ってください。 Ｅ 人

普通徴収者の給与支払報告書（１人につき１枚）

普通徴収者用　仕切紙

特別徴収者の給与支払報告書（１人につき１枚）

この用紙はここに挟み込んでください。 ・給与支払報告書は、下記の順に綴ってください。

総括表 普通徴収者の給与支払報告書（１人につき１枚）

この用紙はここに挟み込んでください。

特別徴収者の給与支払報告書（１人につき１枚）

特別徴収者用　仕切紙

総括表

・退職者・退職予定者（5月末までに退職）・休職者
申請理由（下記区分以外での普通徴収は不可）

・事業専従者のため（毎月給与支払を除く）
・雇用期間または給与の支払が不定期のため
・他の事業所で特別徴収されているため（乙欄適用）

※個人の都合で普通徴収を選択することはできません。

・事業所閉鎖、または５月末までに閉鎖予定のため

人数

上記理由の区分（Ａ～Ｅ）を給与支払報告書の摘要欄に記載してください。

仕切紙 ➀

切
り
取
り
線

仕切紙 ➁

※原則、給与所得者は特別徴収となります。

➁普通徴収

➀特別徴収

総括表 ➁普通徴収

➀特別徴収

総括表



令和７年度給与支払報告書（個人別明細書）の記入例
①　令和７年１月１日現在の生活の本拠地を記載してください。

※ ※ ※住民登録地と生活の本拠地が異なる場合　・・・　実際に生活している市区町村で課税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　されます。

※　区分 （受給者番号） 1

（個人番号）

（役職名） 課　長

内 千 円 千 円 千 円 内 千 円

千 円 人 内 人 人 人 内 人 人 人

内 千 円 千 円 千 円 千 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円 円 円

円 円

※　種　別 ※　整理番号

給
与
支
払
報
告
書

（
個
人
別
明
細
書

）

支払を
受ける

者

住
所 対馬市厳原町国分１４４１番地

0 1

種別 支　　払　　金　　額
給与所得控除後の金額

所得控除の額の合計額

8 9 0 1

氏
名

(フリガナ) 　　ツシマ　タロウ

対馬　太郎

2 3 4 5 6 7

源泉徴収税額
（調整控除後）

給与
6 000 000 4 360 000 2

非居住者で

ある親族の

数の有無等 老人 特定 老人 その他 特別 その他

749 726 82 100
（源泉）控除対象配偶者 配偶者（特別）

控 除 の 額
控除対象扶養親族の数(配偶者を除く。) 16歳未満扶

養親族の数

障害者の数（本人を除く。）

有 従有 従人 従人 従人

○

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

11 1 1

(摘要)

生命保険料の金額
の内訳

新生命保険

料の金額 135,000
旧生命保険

料の金額

介護医療保

険料の金額

544 726 120 000 15 000

住宅借入金等特

別控除区分(１回
目)

住宅借入金等年
末残高(１回目)

89,000
新個人年金保

険料の金額 116,000
旧個人年金保険

料の金額

旧長期損害
保険料の金
額

所得金額調
整控除額

住宅借入金等特
別控除区分(２回
目)

住宅借入金等年
末残高(２回目)

（源泉・特
別）控除対
象配偶者

フリガナ ツシマ　アキコ
区

分
配偶者の
合計所得

住宅借入金等特別
控除可能額

居住開始年
月日(2回目)

住宅借入
金等特別
控除の額
の内訳

住宅借入金等特別
控除適用数

居住開始年
月日(1回目)

氏名 対馬　明子

300,000
9 0 1 2 基礎控除の額2 3 4 5 6 7 8

国民年金保
険料等の
金額

個人番号 1

控
除
対
象
扶
養
親
族

1

フリガナ ツシマ　イチロウ
区

分

5人目以降の控除
対象扶養親族の個
人番号氏名 対馬　一郎 氏名 対馬　三郎

個人番号 2 3 4 5
1
6
歳
未
満
の
扶
養
親
族

1

フリガナ ツシマ　サブロウ
区

分

76 7 8 9 0 1 1 2 38 9 02 3 個人番号 4 5 6 4 5

氏名 対馬　二郎 氏名

フリガナ
区

分

個人番号

2

フリガナ ツシマ　ジロウ
区

分
2

個人番号 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4

氏名 氏名3

フリガナ
区

分
3

個人番号

フリガナ
区

分

5人目以降の16歳
未満の扶養親族の
個人番号

4

フリガナ
区

分

個人番号

4

フリガナ
区

分氏名 氏名

個人番号

未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

本人が障害者
寡

婦

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

個人番号

元号 年 月 日

（
市

区

町

村

提

出

用

）

中途就・退職 受給者生年月日
特

別

そ

の

他 就職 退職 年 月 日

昭和 38

0 0 0 0 0 0

5

⑥生命保険料等払込証明書の金額を記入してください。控除額ではありませんので注意してく
ださい。

⑦新規採用や中途退職の場合は該当箇所に○を付け、年月日を記入してください。

⑧所得金額調整控除の適用がある場合は、記入してください。
対象者・・・給与等の収入金額が850万円を超え、次の何れかの条件に該当する者に適用しま
す。
・本人が特別障害者に該当する者
・年齢２３歳未満の扶養親族を有する者
・特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者

　　　　（摘要）に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

③摘要欄には二重課税防止のため、新規採用、中途採用などで前職の給与等を合算して年
末調整した場合は、その前職の「支払者名・給与支払額・社会保険料」を記載してください。合
算してない場合は「前職分なし」と記載してください。
　例　　前職分　　？？？建設株式会社　給与支払額2,315,000円、社会保険料233,500円

②給与所得者の氏名、フリガナ、個人番号、生年月日を正しく記載してください。

⑤年末調整の際、住宅借入金等特別控除の適用を受けた方については、家屋を居住の用に
供した年月日を記載してください。なお、住宅借入金等特別控除が所得税額を超えるため、年
末調整で控除しきれない場合は、住宅借入金等特別控除可能額欄に住宅借入金等特別控除
額を記載してください。
※年月日、控除額の記載が無いと住民税の控除に反映できません。

④控除対象配偶者・扶養親族がいる場合は、氏名、フリガナ、個人番号を記載してください。ま
た、１６歳未満の扶養親族がいる場合も、その氏名、フリガナ、個人番号を記載してください。

（特定）１９歳以上２３歳未満　（Ｈ１４年１月２日～Ｈ１８年１月１日生まれ）
（老人）７０歳以上　（Ｓ３０年１月１日以前の生まれ）　同居の場合は、老人「内」欄にも人数を
記載してください。

※控除対象扶養親族の数（配偶者を除く）、１６歳未満扶養親族の数、障害者の数（本人を除
く）、非居住者である親族の数は、該当がある場合は必ず人数を記載してください。

※控除対象配偶者、本人控除情報等（障害者・寡婦・ひとり親等）の欄は、該当がある場合は
必ず〇を記載してください。

※人数や〇など必要な情報が記載されていない場合は、正しい税額が計算できない場合が
ありますのでご留意ください。

1
(右詰で記載してください)

住所(居所)
又は所在地

対馬市厳原町国分１４４１番地

氏名又は名称 ○○産業株式会社 0920-53-6111(電話)

0 0 0 0 0 0

1 1

支
払
者

個人番号又は
法人番号

７

①

②

③

④

⑤

②

④

⑦

④

⑤

⑥

④

⑧


